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PFIの進め方について

官民連携支援センター
（株式会社民間資金等活用事業推進機構）
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• 導入プロセス

• 各段階における手続き

3. 小規模自治体における事例
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1-1.組織体制

支援センターは内閣府との連携等による官民連携の支援を目的として設立

代表取締役

投融資部

官民連携支援センター

経営管理部/財務管理部

投融資案件発掘、投融資実行、投融資管理 等

自治体等の支援、内閣府との連携 等

総務人事、予算/決算対応、資金調達 等

＜株式会社民間資金等活用事業推進機構（略称 PFI推進機構）の概要＞

設立 2013年10月7日

設立根拠法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

業務の終了 設立後20年間（2033年3月末）を目途に業務を終了

本店所在地 東京都千代田区大手町1丁目6番1号 大手町ビル8F

資本金 100億円 （出資金額：政府100億円、地銀49社を含む民間69社100億円）
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和6年改定版）
「機構は、機構内に令和6年5月に設立した官民連携支援センターを活用することにより、…案件発掘段階から事業契約等
の締結等による事業実施段階までの様々な局面において、地方公共団体や民間事業者等に対する各種サポートを行うなど、
コンサルティング機能を具体的かつ継続的に実施する。」（ 2.(1)iv)⑥および2.(4)②）



1-2.支援センターの主な活動
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自治体等の官民連携の検討・実施を、内閣府と連携して豊富なネットワークでサポート
事業構想の前段階から事業開始に至るまで、幅広く要望にご対応

目的整理・検討準備 事業構想・課題整理 手法比較検討・選定 公募準備以降

STEP 01 STEP 02 STEP 03 STEP 04

• PPP/PFIの基礎知識を得た

い

• 庁内の課題整理をしたい

• 庁内勉強会を開催したい

• 優先的検討規定の策定や運

用のアドバイスがほしい

• 庁内の体制構築、予算や議

会対応についてアドバイスがほ

しい

• 官民連携の事例について知りたい

• 基本構想や基本計画の策定、簡易な導入可能性調査を支援してほ

しい

• 簡易な導入可能性調査を支援してほしい

• 官民連携の経験者(自治体担当者)を紹介してほしい

• 興味のある民間事業者、地場金融機関の意見を聞いてみたい

• リスク分担や契約書などについてアドバイスがほしい

• 議会対応や庁内手続について

アドバイスがほしい

• 審査員の相談、紹介をしてほ

しい

• 公共アドバイザーの候補となる

コンサルを紹介してほしい



金融機関自治体等

民間事業者

先行案件
自治体
担当者

1-3.官民連携支援センターの役割

自治体等の課題整理と情報提供

課題を有する自治体等とその解を有する相手との対話のアレンジ
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＜ゼネコン、運営企業など＞

✓ 簡易サウンディング

✓ 意見交換 等

＜地域金融機関＞

✓ 地元企業の紹介

✓ 資金調達のアドバイス 等

＜自治体の実務経験者＞

✓ 実務の事例紹介

✓ 庁内手続のアドバイス 等

支援センター

内閣府



1-4.内閣府との連携例（センター同席及びフォローアップ）
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1-5.支援実績例

個別相談から講演・事業者選定プロセスまで幅広く対応
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対象先 検討事業 フォローアップ内容

自治体A (関東) 複合施設整備
担当者に向けてPPP/PFIの基礎や事業手法について説明
庁内上層部への説明資料作成支援

自治体B (九州・沖縄) 給食センター再整備
庁内向け勉強会にてPPP/PFIの導入事例紹介
民間事業者との意見交換をアレンジ

自治体C (中部) 庁舎再整備
PFIの基礎知識・導入事例について説明
地域金融機関との意見交換をアレンジ

自治体D (中部) 温浴施設再整備 地域プラットフォームの事務局との意見交換をアレンジ

自治体E (北海道・東北) 住宅整備 事業手法についての庁内上層部への説明

自治体F（中部） 小中学校再整備 内閣府による補助事業の説明

奄美群島（12自治体） 全般
財務省主催セミナーで講演
「離島におけるPFIの活用について」



2-1. PFIの導入プロセス ～一括発注が最大の特徴～
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PFIでは複数業務・長期間につき一括発注する。

共通点
⚫ 公共施設の整備と運営を行う事業を

前提とすると、基本構想や計画を策定
するところは同じ。

相違点

⚫ 従来手法では、仕様発注の考え方に
基づき、業務ごとに個別に発注し契約
手続を行う。

⚫ PFI手法では、性能発注の考え方に基
づき、各業務を包括的に発注し長期
間の契約を締結。

導入効果

⚫ 事業費の縮減や支払いの平準化、
サービスの質の向上など量的・質的にメ
リットがある。

⚫ 毎年あるいは数年に一度の発注や契
約（特に事業期間後半のメンテナンス
に係るもの）の事務負担が大きく軽減
する。

⚫ 一方、事業手法選択や事業者選定で
公平性や透明性を確保する必要があ
り、いくつかの段階を経た検討を行うた
め、一定の時間と手数がかかる。

入札

委託契約

管理運営

事業終了

基本構想

基本計画

導入可能性調査

実施方針等の策定・公表

特定事業の選定・公表

入札公告

提案受付

落札者決定

事業契約

モニタリング

事業終了

基本構想

基本計画

入札

請負契約

建設工事

入札

委託契約

実施設計

入札

委託契約

基本設計

審査

個
別
契
約

個
別
契
約

個
別
契
約

個
別
契
約

包
括
的
な
手
続

従来型公共事業 PFI事業
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2-2.PFI事業全体の流れ

基
本
構
想
・
基
本
計
画

公
募
・
民
間
事
業
者
の
選
定

導
入
可
能
性
調
査

事
業
手
法
の
選
定

実
施
方
針
の
策
定
及
び
公
表

特
定
事
業
の
選
定

事
業
契
約
締
結
等

1.事業条件検討段階 2.公募準備段階 3.公募・契約段階

6ヶ月～1年 8ヶ月～1年 6ヶ月～11ヶ月

0.事業発案段階



2-3-1.事業発案段階

官民連携手法導入に期待する事項の整理及び具体化
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1. 目的・前提の確認等

2. 庁内検討体制の構築

✓ 一般的には企画・財政部署などが主導し、事業に中心的に関係する部署等を支援していく例が多い

3. ステークホルダー(現運営業者、商工会議所、業界団体、地域の自治会、議会など)への意見聴取

✓ 検討公共施設等の課題や将来のあるべき方向性、地元貢献に対する考え方などについて確認を行う

4. 官民連携事業に係る機運醸成

✓ 例：国の支援などを活用し、庁内関係者や地元事業者を対象とした官民連携事業に係る勉強会を開催

5. 先行事例等の調査、ヒアリング実施等

✓ 直接ヒアリングが有効。地方公共団体担当者のみならず、民間事業者側の意見も併せて確認する

出所：国交省の「専門家派遣によるハンズオン支援」から得られた官民連携事業の具体化のポイント集の資料参照

目的・前提 現状整理 期待する事項

公園の維持管理の効率化を図り
たい（上位計画にて位置付）

現状の維持管理状況の整理
対象施設の整理

可能な限りの包括発注
将来の維持管理費軽減



2-3-2.官民連携着手のきっかけと取組にあたっての特徴
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検討着手のきっかけ 取組にあたっての特徴

首長等により方針決定
• 比較的庁内の合意形成が図りやすい

• 事業成立性が見込まれないケースもあることから、早期段階での民間との対話が必要

職員からの発案
• 庁内の合意形成を図るための部署横断的な協議の場が必要

• 事業成立性が見込まれないケースもあることから、早期段階での民間との対話が必要

民間事業者からの発案

• サウンディングや民間提案制度などを契機として発案がなされることがあり将来の公

募に向けた公平性・透明性に配慮した手続きが必要

• あらかじめ事業成立性は見込まれているため、方針が決定すれば早期の事業化が期待

できる

出所：国交省の「専門家派遣によるハンズオン支援」から得られた官民連携事業の具体化のポイント集の資料参照



2-3-3.事業発案段階のサウンディングの準備
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情報項目 概要

自治体基礎
情報

• 人口（年代別）・世帯数、観光入込数等、必要となる基本
情報を記載

• 日本全体、都道府県内における位置図、自治体内の各種主
要インフラ等の状況（鉄道・幹線道路・主要施設等が分か
るもの）に係る地図等を添付

※新たに地図を作図する必要はなく、既存資料等の添付も有効

上位計画 • 関連する上位計画（総合計画、まち・ひと・しごと創生総
合戦略、観光戦略、公共施設等総合管理計画、都市マス
タープラン、緑の基本計画、その他施設に係る基本構想・
基本計画等）の関連情報の抜粋

※すべての上位計画を掲載する必要はなく、事業に直接的に関
連するもののみ、抜粋して資料に添付する

施設（計
画）概要

• 対象施設に係る以下のような情報を添付
（新設の場合）：都市計画条件、整備する施設の用途、敷地面
積、概ねの施設規模（建物・延床面積）等
※決定していない事項には、その旨を記載する。
（既存施設の場合）：施設名称、都市計画条件、各種面積（敷
地・建物・延床）、階高、竣工年、大規模修繕・改修年等
• 上記に加え、敷地航空写真や、既存施設の場合には、建物
外観・内観に係る写真などを添付する。

運営維持管
理状況

• 既存施設の場合には、現在の運営事業者の名称、使用料設
定状況、管理運営の支出状況等を提示する。

周辺環境・
類似施設

• 対象敷地周辺の主要公共・民間（商業施設、ホテル等）の
分布、域内の類似施設の分布等を提示する。

図表 ヒアリングの際に必要となる情報項目例

情報項目 概要

事業概要
（仮設）

• 事業方式
• 対象施設
• 業務範囲
• 事業期間
• 事業類型（サービス購入型、混合型、
独立採算型）

• その他条件（例：借地料など）

事業の課
題・民間
に期待す
る点

• 施設の整備、管理上の課題や目指した
い方向性、想定されるポテンシャル等
を記載

※必ずしも庁内のオーソライズがされて
いることが必須ではなく、自治体職員や
地域のステークホルダー等からの意見聴
取によって得られた内容を記載すること
も有用。
• 民間への期待や、民間に対して確認し
たい事項等

※地域のことを知らない事業者に対して
は、期待する民間収益施設について用途
を明示（ホテル、商業施設、賃貸住宅な
ど）することが極めて重要。

出所：国交省の「専門家派遣によるハンズオン支援」から得
られた官民連携事業の具体化のポイント集の資料参照
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2-4-1.事業条件検討段階

基
本
構
想
・
基
本
計
画

導
入
可
能
性
調
査

事
業
手
法
の
選
定

6ヶ月～1年

導入可能性の
予算措置

調査業務
受託者決定

アドバイザー
の予算措置

アドバイザー
決定

• 事業概要の整理
• 事例調査
• 事業手法の比較検討
• 民間事業者の意向調査
• 財政負担軽減効果検証
• 総合評価
など

公
募
準
備
段
階
へ



2-4-2.事業条件検討段階_ポイント

事業条件検討段階におけるポイント
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⚫ 本事業の目的を再度認識する（庁内議論の整理）

⚫ PPP/PFIの特徴をよく知る（メリット・デメリット、必要な手続き等）

⚫ 民間サウンディング等で検討を深める（従来方式にはない発想）

民間企業が気にすること
✓ 発注者の意向や方針の明確性
✓ スケジュール
✓ 建設や運営コスト
✓ 情報開示
✓ 民間事業者の意見反映可能性
など
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2-5-1.公募準備段階

事
業
手
法
の
選
定

実
施
方
針
公
表
（
第
5

条
）

2～3カ月

債務負担行為
の議決

＜特定事業の評価＞
• 定性的効果
• 定量的効果
• 総合評価
＜公募書類準備＞
• 募集要項
• 要求水準書
• 事業契約書（案）
• 事業者選定基準
など

特
定
事
業
の
選
定
（
第
7

条
）

6～8カ月

＜大枠の整理＞
• 事業範囲
• 補助金等
• 事業手法
• 審査委員会の設置
• 事業者選定方針の作成
• リスク分担
など

公
募
・
契
約
段
階
へ



2-5-2.公募準備段階＿特定事業について

16

⚫ 「特定事業」とは、公共施設等の整備等に関する事業で、PFI事業として実施することにより効率的か

つ効果的に実施されるものをいう。

⚫ 「特定事業の選定」とは、基本方針及び実施方針に基づき、PFI事業として実施することが適切である

と管理者等が認める事業を選定することをいい、選定された特定事業を「選定事業」という。

PFI法における定義

特定事業の選定においては、実施方針で公表した事業に関して、実施方針に受け付けた意

見・質問を踏まえ、事業内容を見直したり、条件を詳細に決定し、当該事業をPFIで実施する

ことにより、公共施設等の設計、建設、維持管理等を効率的かつ効果的に実施できるかどう

かについて評価を行う。評価の結果、当該事業にVFMが認められる場合は、当該事業を「特

定事業」として選定する。特定事業の選定を行った場合は、速やかにその結果を公表する。

出所：内閣府のガイドライン及び日本PFI・PPP協会の資料参照

特定事業選定の意義
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2-6-1.公募・契約段階

募
集
要
項
の
公
表

2～3カ月

事
業
者
の
選
定

4～6カ月

事
業
契
約
の
締
結

質
疑
応
答

参
加
表
明
・
資
格
審
査

提
案
書
・
本
審
査

基
本
協
定
の
締
結

仮
契
約

議
決
（
第
12

条
）



2-6-2.公募・契約段階＿基本協定について
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＜基本協定の目的＞

コンソーシアムが落札者として決定されたことを確認し、PFI事業契約の当該コンソーシアムの設立する株

式会社と管理者等との間でのPFI事業契約の締結に向けて、管理者等と当該コンソーシアム構成企業（以下、

構成員）との間でその義務について必要な事項を定めるもの

1. コンソーシアム構成企業及び管理者等当事者のPFI事業契約締結に向けた努力義務

2. コンソーシアム構成企業が株式会社設立義務を負うこと

3. コンソーシアム構成企業が株式会社をしてPFI事業契約の履行に必要な業務をコンソーシアム構成

企業等に委託し又は請け負わせる義務を負うこと

4. 新設する株式会社と管理者等との間で定める日までに、PFI事業契約を締結させる義務を負うこと

5. ＰＦＩ事業契約締結不調の場合、費用は各自の負担とすること など

〈
主
な
内
容
〉

出所：内閣府の契約に関するガイドライン参照



3-1-1.PFIのBTO方式（公営賃貸住宅）

出所：津野きて家㈱HP
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事業名 津野町定住促進住宅整備事業（仮称）

発注者 高知県津野町（人口約6千人）

民間事業者 代表企業：合人社計画研究所、構成企業：中成、市川工建、稲田建設

施設規模 8戸、各住戸専用面積：約50～70㎡程度

公募スケジュール 実施方針公表：2019年7月 ～ 事業契約締結：2020年3月

事業期間 2020年3月～2046年3月（約26年）

事業費 約1.9億円(施設整備費の86%を国費+過疎債にて対応、残り14%を25年で割賦支払)

出所：日本PPP/PFI協会のデータを基に機構が作成



3-1-2.PFIのBTO方式（公営賃貸住宅）
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出所：津野町作成資料（国交省）



3-2-1.PFIのBTO方式（道の駅）

出所：函南町HP

21

事業名 函南「道の駅・川の駅」PFI事業

発注者 静岡県函南町（人口約38千人）

民間事業者 代表企業：加和太建設、構成企業：日総建、JM、長大

施設規模 敷地面積：約13千㎡、駐車場、物産販売所、飲食施設、交流施設、コンビニなど

公募スケジュール 実施方針公表：2014年8月 ～ 事業契約締結：2015年11月

事業期間 2015年11月～2032年4月（約16年5カ月）

事業費 約24億円

出所：日本PPP/PFI協会のデータを基に作成



3-2-2.PFIのBTO方式（道の駅）

22
出所：国交省の「専門家派遣によるハンズオン支援」から得られた官民連携事業の具体化のポイント集の資料抜粋



4-1.入札不調となった事例

公募開始直前までの民間事業者との対話や物価上昇によるリスク分担の整理が必要
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勝連城跡周辺整備事業（BTO方式）

概要 ⚫ 勝連城跡や周辺公園の整備・運営

原因 ⚫ 運営が独立採算となっていた
⚫ 宿泊事業の民設民営が条件だった

変更点 ⚫ 業務分担の見直し（宿泊事業の任意化など）、運営業務の公費負担を導入、など

現状 ⚫ 再度公募し、落札者が決定（2024年8月）

静岡市文化会館再整備事業（※入札不調ではなく、RO方式→従来方式に変更）

概要 ⚫ 老朽化していた文化会館を大規模改修・運営

原因 ⚫ 物価高騰により当初予定してた憩いの場（カフェや広場）の整備を断念

変更点 ⚫ 憩いの場の整備を取りやめ、改修のみとした

現状 ⚫ 従来方式で整備中

鹿児島県スポーツ･コンベンションセンター整備運営事業（BTO方式）

概要 ⚫ アリーナなどの整備・運営

原因 ⚫ 物価高騰などによる予定価格と実際の価格が乖離

対応策 ⚫ 予定価格の見直し、整備内容の見直しなど

現状 ⚫ 候補事業者へヒアリング中

出所：各種公表資料及び報道等を基に機構が作成



4-2.事業契約解除となった事例

リスク分担・管理に関する事前の合意や検証及び行政等によるモニタリングを十分に行うこと
が必要

24出所：内閣府PPP/PFI推進室

タラソ福岡（福岡市臨海工場余熱利用施設整備事業）

概要 ⚫ 温水プール中心の複合運動施設の整備・運営
⚫ 事業者提案の需要予測の５割程度の利用となり、経営破たん

原因 ⚫ 事業者提案に対する公共の評価不足
⚫ 経営破たんした際に、公共が施設を買い取ることとしており、金融機関の融資額が買い取り価格とさ

れていたため、金融機関の監視が働かなかった

教訓 ⚫ 事業者の提案の実現可能性について、客観的に評価することが必要
⚫ 金融機関の監視が働く計画とすることが必要

名古屋港イタリア村（名古屋港ガーデンふ頭東地区臨港緑地整備等事業）

概要 ⚫ 複合商業施設の整備・運営
⚫ 当初は需要があったが、万博終了後客足が激減し、経営破たん

原因 ⚫ 事業契約を軽視し、事業提案時の内容を大幅に変更する等、計画性の損なわれた経営体質であった
⚫ 公共の監視が十分に機能しなかった

教訓 ⚫ 事業開始後も公共が運営状況を監視することが必要

過去のトラブル事例と教訓



参考資料：地元企業が参画できなくなるのではないか
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2022年度に事業契約が締結されたPFI事業のうち、事業主体が国等の事業及び
コンセッション方式を除く41事業について、地元企業の参画状況は以下の通り
地元企業が参画している事業 ：41事業のうち39事業（95%）
地元企業が代表企業として参画している事業：41事業のうち23事業（56%）

地元企業の参入を促す具体例
鳥取県西部総合事務所新棟・米子市役所糀町庁舎整備等事業（鳥取県・米子市）
✓2020年6月実施方針公表、2020年8月募集要項等公表、2021年1月優先交渉権者決定
✓米子市の企業を代表とし、構成企業には県外企業も含むが地元企業中心のグループが落札
✓募集要項の応募者の要件に、「構成員には、県内事業者（鳥取県産業振興条例（平成23年
鳥取県条例第68号）条例第８条第２項にいう県内事業者をいう。）及び市内事業者（米子市
中小企業振興条例第２条第１号6にいう中小企業者をいう。）を含めること」と規定されている。
✓優先交渉権者決定基準の審査項目に「地域社会及び地域経済への配慮」として600点中80
点が割り振られ、「「代表企業を県内事業者が務める」「出資比率や構成員数の割合において、県
内事業者が多数を占める」など、事業において県内事業者が主体的な役割を担っているか」、「構成
員に専門工事業種を含む県内事業者が参画しているか」「SPCからの県内事業者への発注が十分
に確保されているか」「SPCへの融資者に県内事業者が参画しているか」等が評価の視点として列挙
されている。

最近の傾向として、地方のPFIには高確率で地元企業が参画している



参考資料：官民連携の諸方式の特徴
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従来方式 DB方式 リース方式 DBO PFI

期間 単年度 複数年度（設計建設期間）長期(設計～維持管理期間) 長期(設計～維持管理期間) 長期(設計～維持管理期間)

発注方式 個別・仕様発注 設計建設の一括・性能発注一括・性能発注 一括・性能発注 一括・性能発注
事業者 事業会社1社 JV リース会社1社 落札ｸﾞﾙｰﾌﾟにまとめて発注 SPC1社にまとめて発注

SPCの設立有無 なし なし なし なし あり
整備費用の支払方法一括 一括 分割 一括 分割

補助金の活用可否 可 可 不可 可 可

整備費用の資金調達
公共（補助金、起債、一般
財源）

公共（交付金、起債、一般
財源）

リース会社が資金調達
公共（交付金、起債、一般
財源）

公共（交付金）
残部をSPCが資金調達

金融機関の関与 なし なし なし なし SPCをモニタリング

発注者の負担軽減
年度ごとに委託先等の選
定・発注手続きが必要

設計・建設部分の個別手続
き負担は軽減される

長期一括契約のため、事務
負担が軽減される

長期一括契約のため、事務
負担が軽減される

長期一括契約のため、事務
負担が軽減される

民間の創意工夫 従来通り
設計～建設の施設整備にお
いて創意工夫が期待できる

設計～維持管理までの長期
契約のため、従来方式や
DB方式よりも創意工夫が
発揮でき、工期短縮も見込
まれる

左記に加えて

運営を含むことが多く、ソ
フト・コンテンツ面の創意
工夫も期待できる

同左

スケジュール

PFI事業に比べ、短い期間
での発注手続きが可能（た
だし、分離発注のため業務
毎に発注手続きが必要）

設計建設一括発注のため発
注手続き等を短縮でき、設
計建設の期間短縮が期待さ
れる

シンプルな事業スキームの
ため、DBOやPFIと比較し
て短期に事業化が可能

発注までは従来手法よりも
時間を要するが、設計～維
持管理一括発注のため発注
手続き等を短縮できる
設計建設を一括で発注する
ことにより設計建設の期間
短縮が期待される

同左

その他

業務ごとの分離発注である
ため、DBOなどと比較す
ると建設を考慮した設計や
運営を考慮した設計建設と
ならない可能性がある

設計建設と維持管理運営が
分離されるため、DBOや
PFIと比較すると維持管理
を考慮した設計建設となら
ない可能性がある

短期で事業化できる点、財
政負担の平準化が可能であ
る点に優位性あり
ただし、補助金が活用でき
ず、PFIの金利コストと比
較してリース料金利が高め

設計～維持管理運営が一括
発注されるため、維持管理
運営を考慮した設計建設が
期待できる
将来の維持管理運営費をほ
ぼ確定することが可能（除
く物価上昇）

左記に加えて…

個別企業から倒産隔離され
たSPCが事業者となり、融
資金融機関によるモニタリ
ングがなされることにより、
事業の安定性が高まる



終わりに
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• ご清聴ありがとうございました

• 官民連携について、何かお困りごとがあればお気軽にご連絡頂ければと存じます

• みなさまの発展の一助になれば幸いです

官民連携支援センター
（株式会社民間資金等活用事業推進機構）

☎080-9087-5462
✉naohiro.nomura@pfipcj.co.jp野村 直弘


